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個別注記表

1.この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。

2.重要な会計方針に係わる事項
(1)棚卸資産の評価基準および評価方法

建物・・・個別法による低価法
土地・・・個別法による低価法

(2)固定資産の評価基準および評価方法
建物・・・個別法による原価法
土地・・・個別法による原価法

(3)有価証券の評価基準および評価方法
子会社・関連会社株式・・・移動平均法による原価法
その他の有価証券

時価のあるもの・・・移動平均法による原価法
時価のないもの・・・移動平均法による原価法

(4)固定資産の減価償却の方法
A.有形固定資産・・・定率法を採用しております。

B.無形固定資産・・・定額法を採用しております。
(5)引当金の計上基準

貸倒引当金・・・

修繕引当金・・・

(6)消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

3.貸借対照表に関する注記
(1)有形固定資産の減価償却累計額 578,223,292 円
(2)担保に供している資産および対応する債務 土地・建物 1,390,644,670 円

長期借入金 946,075,000 円

4.株主資本等変動計算書に関する注記
(1)当事業年度の末日における発行済株式の総数 普通株式 200株
(2)当事業年度の末日における自己株式の数 該当なし
(3)当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

剰余金の配当は行っておりません。
(4)当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

剰余金の配当は行わない。
以上

自　令和 6年4月 1日
至　令和 7年3月31日

賃貸マンションの大規模修繕に要する支出に備えるため、その支出
見積り額に基づき、当事業年度に負担すべき金額を計上しておりま
す。当該見込額は固定負債に計上されております。

債権の貸倒による損失に備えるため、回収見込額を計上いたします。
当事業年度においては、賃貸地の回収懸念債権の見込額を固定資産
に計上しております。

ただし、平成10年4月1日以降取得した建物（建物付属設備は除く）お

よび平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備ならびに構築物
については、法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法を採
用しております。



3.賃貸等不動産に関する注記

　　建設仮勘定

当社では、札幌市において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸用マンション等6棟を

所有しております。当事業年度末における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 66百万

円（賃貸収入は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上されています）です。
また、当該賃貸不動産の貸借対照表計上額、事業年度増減額および事業年度末の時価は、
次のとおりです。

(注1)貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
(注2)当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した

金額であります。


